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研究成果の概要（和文）：座りすぎの状況ならびに動機付けの準備性を評価するために十分な信頼性と妥当性を
有する座位行動の変容ステージ尺度が開発できた。また、座りすぎを解消することに対する動機づけが低い就業
者が多く存在することが分かった。更に、就業場所周辺に歩きやすい環境があることが、仕事中および移動に伴
う座位時間に関連する重要な環境要因であった。さらに、これまでのオフィスワーカーの座りすぎ解消を目的と
した介入研究に用いられてきたスマートフォンアプリケーション（アプリ）の内容分析を行うとともに、本研究
の知見を活かして開発した座りすぎ対策に使用するためのアプリが高いユーザビリティやアクセプタビリティを
有することが確認された。

研究成果の概要（英文）：The results of this study identified that the Stage of Change Scale in 
sedentary behavior had sufficient reliability and validity for assessing the status of excessive 
sitting and motivational readiness for reducing it among remote workers. Also, the results showed 
that nearly half of participants were low motivation to eliminate excessive sitting. Moreover, a 
walkable environment around the workplace was found as important environmental factor associated 
with sedentary time at work and during transport. The smartphone application was developed from the 
results of both review of previous intervention studies examining the effect of smartphone 
applications on reducing sedentary time for office workers and the present study and preliminarily 
examined its effect. The results suggest that this smartphone application may effectively reduce 
sedentary time among remote workers, including view from usability and accessibility perspectives. 

研究分野： 運動疫学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
新型コロナウイルスの蔓延に伴うリモートワーカーの激増は、更なる健康被害をもたらしている。その原因の1
つとして、リモートワークに伴う座りすぎが関与している。近年、デスクワーカーの座りすぎ対策として、オフ
ィスの環境整備に注目が集まっているが、リモートワーカーにおける在宅での座りすぎ対策に関しては十分な研
究成果の蓄積がない。本研究から得た知見は、国内外においてエビデンスが不足しているリモートワーカーに対
する座りすぎ対策を格段に進展させる科学的基盤が構築できた点でその学術的意義は大きい。特に、国を挙げて
推進してきた健康経営や働き方改革に関する取り組みを創造するための一助となるため、社会的意義も大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景  
総務省の｢通信利用動向調査｣によると、2017年の国内企業のリモートワーク導入率は

13.9%であったが、新型コロナウイルスの蔓延によりリモートワークへの移行が一気に加
速した。それに伴い、座りすぎによる様々な弊害がこれまで以上に指摘されている。就業
者の座りすぎは中高強度身体活動とは独立して、腰痛や肩こり、肥満や糖尿病、抑うつ症
状等の危険因子であり (Owen et al., 2020)、それに伴う労働生産性の低下はわが国におい
て大きな社会問題となりつつある。それ故、従来とは異なる新しい働き方をするリモート
ワーカーの心身の健康の維持･増進ならびにワーク･エンゲイジメントや労働生産性向上に
とって、座りすぎ対策の推進が重要な鍵を握っている可能性がある。しかしながら、リモ
ートワーカーに焦点を当てた座位行動研究は皆無である。すなわち、リモートワーカーは
どのような座位行動パターンを示し、その健康･労働影響はどれほどなのか、どのような
要因が座りすぎを助長させているかのエビデンスは存在しない。 

近年、デスクワーカーの座りすぎ対策として、勤務するオフィスの環境整備（昇降デス
クの活用等）に注目が集まり、その効果検証研究が散見されるようになってきた。一方、
在宅勤務を中心とするリモートワーカーには従来とは異なる座りすぎ対策が必要と考えら
れるが、どのようなアプローチが有効なのかについて現段階で十分に分かっていない。そ
のため、わが国のリモートワーカーにおける座位行動の実態を詳らかにし、その健康･労
働影響の解明、さらには座りすぎを助長する要因を特定し、その成果を踏まえた上でリモ
ートワーカーの座りすぎを是正する効果的な介入戦略を確立する必要がある。 

 
２．研究の目的  

本研究の目的は、リモートワーカーにおける座りすぎの実態ならびにその健康･労働影
響を明らかにするとともに、座りすぎを助長している要因を特定することであった。加え
て、観察研究の成果を基に、リモートワーカーの座りすぎを解消させるために、スマート
フォンアプリケーション等を活用し、行動変容理論を応用した非対面型の介入プログラム
を開発･試行することであった。 
 
３．研究の方法  

まず、わが国のリモートワーカーも含む就業者における座位行動の現状や変化を把握す
ることや、リモートワーカーの座りすぎ解消のための介入プログラムに使用可能な「座位行
動の変容ステージ」尺度の信頼性および妥当性を検討することを目的として、社会調査会社
にモニター登録している 20～59 歳の勤労者 2,400 名（男性：50.0%、平均年齢：40.4±10.8
歳）を、性および年齢階層で層化した上で無作為に抽出し、インターネット調査を実施した。
なお、社会調査会社が、自社の登録モニターへ電子メールを用いて調査協力者を募り、目標
数に達した時点で調査は終了とした。また、座位行動の変容ステージ尺度の信頼性について
検討するため、2,400 名の中から無作為に抽出した 200 名に対して、最初の調査から 2 週間



後に再調査を依頼した。調査内容は、作成した座位行動の変容ステージ尺度、場面別座位行
動時間（Ishii et al., 2019）、世界標準化身体活動質問票（GPAQ; 日本身体活動研究プラッ
トフォーム, 2024）にて評価した 1 日あたりの総座位時間、就業状況、社会人口統計学的要
因（性、年齢、婚姻状況、世帯収入、婚姻状況、同居の有無など）、健康関連要因（喫煙習
慣、飲酒習慣、BMI、現病歴）等であった。 

合わせて、既存のリモートワーカーを含む 20～59 歳のデスクワーカーを対象とした縦断
調査のベースラインデータ（n=2,265）を用いて、仕事中および移動に伴う座位時間に関連
する就業場所周辺の近隣環境要因について主観的・客観的指標の両面から検討を行った。調
査内容は、場面別座位行動時間（Ishii et al., 2019）、簡易版近隣歩行環境質問紙日本語版
（ANEWS-J; 井上ら，2009）、就業地の郵便番号より算出した Walk Score®、社会人口統計
学的要因（性、年齢、婚姻状況、世帯収入、婚姻状況、運転免許証の有無など）、世界標準
化身体活動質問票（GPAQ; 日本身体活動研究プラットフォーム, 2024）であった。 

最後に、上記の研究成果および、これまでのオフィスワーカーへの座りすぎ解消のための
介入研究に用いられてきたスマートフォンアプリケーションの内容分析から、リモートワ
ーカーへの介入プログラムに使用するためのスマートフォンアプリケーションを開発した。
視覚的フィードバック、座位時間や座位行動ブレイクの自動測定、アラーム、メッセージ・
動機づけ、座位時間の自己報告、目標設定、コミュニティ、アクティビティの提案、報酬と
いった行動経済学に基づく要素が搭載されたスマートフォンアプリケーションの開発およ
び予備的単群介入研究を試行し、そのユーザビリティやアクセプタビリティについてはイ
ンタビュー調査から質的に、効果については量的に検討した。 

 
４．研究成果 

座位行動の変容ステージ尺度の信頼性および妥当性について検討した結果、座位行動の
変容ステージが後期になるにつれて総座位時間が有意に短かくなっていることから基準関
連妥当性の一部が確認された。また、検査・再検査間のカッパ係数（κ＝0.64）から一致度
が高いことも明らかになった。今回開発した座位行動の変容ステージ尺度が、わが国におけ
る就業者の座りすぎの状況ならびに動機付けの準備性を評価するために十分な信頼性・妥
当性を有することが確認され、介入評価指標として利用可能であることが明らかとなった。
加えて、対象者のうち座りすぎを解消することに関して無関心期に属する者は 26%，関心
期に属する者が 18%おり、かなり多くを占めていることが分かった。全対象者のうち半数
近く（44％）の者が，座りすぎを解消することに対して動機付けが低いと回答したことは，
今後わが国において座りすぎ対策を推進していく際に留意すべき点と考えられる． 

次に、就業者における仕事中および移動に伴う座位時間に関連する就業場所周辺の近隣
環境要因について検討を行った結果、ANEWS を使用した主観的近隣環境については、就業
場所周辺が歩きやすい環境であると感じていることが、仕事中や公共交通機関利用時の座
位時間が長いこと、車利用時の座位時間が短いことと関連していた。さらに、Walk Score®



を使用した客観的近隣環境においても、就業場所周辺がより歩きやすい環境であることは、
車利用時の座位時間が短いことと関連していた。これらのことから、就業場所周辺の近隣環
境の歩きやすさは、就業時間前後の通勤や余暇活動には影響を及ぼし得るが、仕事中の座位
行動の多寡には、就業場所内の環境などその他の要因が大きく関与している可能性が示唆
され、これらの知見を就業者に対する座りすぎ解消に向けた支援内容の一助とした。 

最後に、開発した就業者の座りすぎ対策に活用するスマートフォンアプリケーションの
有用性について検討するため、リモートワークを中心とする勤労者を対象にした座りすぎ・
座りっぱなし解消のための予備的介入研究を試行した。その結果、ユーザビリティやアクセ
プタビリティの観点からの検討を含め、開発したスマートフォンアプリケーションが、リモ
ートワーカーが仕事場面や日常生活（余暇や移動）の場面での座りっぱなしをブレイクし、
座りすぎの時間を減らすことに有用である可能性が明らかになった。今後は、リモートワー
クを中心とする就業者を対象にした座りすぎ・座りっぱなし解消のための質の高い介入研
究（ランダム化比較試験）の実施に向けて、スマートフォンアプリケーションの改良を行っ
ている段階である。 
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